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（１）資源・エネルギーとしての河川
活用促進

「課題整理・課題への対応」について ～中間とりまとめ骨子（たたき台）の概要～

（３）管理を通じた地域資源とし
良好な河川環境 再生

３
．
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活

担
い
手
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の活用促進
○資源・エネルギーとしての役割の再認識
○エネルギーとしての流水の活用
○刈草や伐木を河川バイオマス資源へと

転換

（１）流域・地
域一体の取り
組みにおける
河川管理の役

ての良好な河川環境の再生
○システムとしての河川環境の

管理
○河川環境を再生させる維持管・

更新の展開

整備前ネ
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と
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用
と
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再
構
築

河川管理の役
割

○安全な水質の
確保

○エコロジカル
ネ トワ クの

社
会
的
な
要

（２）河川を守り養う担い手の再構築
○担い手としての市民団体等の管理に

おける位置づけ 整備後

整備前

埼玉県提供

の ネットワークの
形成

等

要
請
を
受
け
こ
れ取

１．持続的に安全を確保する
ための仕組みの構築

２．河川の管理における
危機対応能力の向上

整備後

（２）近年の
新たな社会
情勢に順応
した水防の

関東エコロジカル・
ネットワーク形成

れ
か
ら
の
河
川
の

り
組
ん
で
い
く
べ

（１）河川の特質に応じた管理のあり方の整理 （１）施設操
作のソフト・
ハード両面
の機能向上

河道 土構造物 機械・電気通信設備

あり方

○河川管理と
両輪をなす
水防との連
携の再構築

（２）現況の河
川の安全度を
超える洪水が
多発する中で
の管理におけ
る対応

の
管
理
で

べ
き
新
た
な
対

コンクリート・鋼構造物
○危機対応型

施設の定着

○操作やシス
テムを構成

（２）河川の規模や施設の重要度等に応じた管理水準の確保
○適切な管理水準の確保に関する河川制度の整備 ○管理水準を確保するための技術基準の更なる具体化
○設置者責任の原則の下での許可工作物の確実な維持管理

（３）管理水準を確保するための仕組みづくり
○ＩＣＴを活用した管理ＤＢの構築
○管理の技術継承、人材育成及び技術開発
○責任ある判断を行うための支援体制

（４）高齢化する河川構造物の戦略的な管理
○長寿命化対策等の推進
○長寿命化に資する技術開発

○被害を最小
化するため
の情報提供
と担い手の
拡大

る対応応するソフトウ
エアの維持
向上

○設置者責任の原則の下での許可工作物の確実な維持管理

（５）総合的な河川の管理マネジメントの導入
○現況の管理状況の評価手法と公表（PDCA型管理の実践） ○河道や施設を統合したシステムとしての管理のあり方の構築
○総合的な事業マネジメントの推進 ○中長期のストックマネジメントの導入

○管理者を支えてきた体制の維持・充実
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「課題整理・課題への対応」の修正案
第２回小委員会 第３回小委員会（修正案）

社会的背景社会的背景

厳しい財政状況、持続的な安全の確保、既存ストックの老朽化、少子高齢化、過疎化などの社会
構造の変化、最近の大規模な災害の頻発

持続的な安全の確保、最近の大規模な災害の頻発、既存ストックの老朽化、少子高齢化等の社会構造
の変化、厳しい財政状況

課題整理案
１．持続的に安全を確保するための仕組みの構築 １．持続的に安全を確保するための仕組みの構築

（１）河川の特質に応じた管理のあり方の整理

（１）河川の規模や施設の重要度等に応じた維持管理水準の確保 （２）河川の規模や施設の重要度等に応じた管理水準の確保

○適切な維持管理水準を全国的に保つための計画的な管理の制度化 ○適切な管理水準の確保に関する河川制度の整備
○大河川及び中小河川の維持管理基準の設定 ○管理水準を確保するための技術基準の更なる具体化
○河道や施設を統合したシステムとしての考え方の構築 ○設置者責任の原則の下での許可工作物の確実な維持管理

（２）管理水準を確保するための仕組みづくり （３）管理水準を確保するための仕組みづくり

○ＩＣＴを活用した管理技術ＤＢの構築・技術伝承 ○ＩＣＴを活用した河川管理データベースの構築
○点検･診断等の管理技術開発と体制整備 ○管理の技術継承、人材育成及び技術開発○点検 診断等の管理技術開発と体制整備 ○管理の技術継承、人材育成及び技術開発
○責任ある判断を可能とする現場技術者の支援体制の整備 ○責任ある判断を行うための支援体制

○管理者を支えてきた体制の維持・充実
（３）高齢化する河川構造物の戦略的な管理 （４）高齢化する河川構造物の戦略的な管理

○状態監視型保全を中心とした長寿命化対策等の確実な推進 ○長寿命化対策等の推進
○長寿命化に資する技術開発 ○長寿命化に資する技術開発

（４）総合的な河川の管理マネジメントの導入 （５）総合的な河川の管理マネジメントの導入

○現況の管理状況の評価手法と公表（ＰＤＣＡ型管理） ○現況の管理状況の評価手法と公表（ＰＤＣＡ型管理の実践）○現況の管理状況の評価手法と公表（ＰＤＣＡ型管理） ○現況の管理状況の評価手法と公表（ＰＤＣＡ型管理の実践）
○設置者責任の原則の下での確実な維持管理の推進 ○河道や施設を統合したシステムとしての管理のあり方の構築
○中長期のストックマネジメントの導入 ○総合的な事業マネジメントの推進

○中長期のストックマネジメントの導入
２．河川の管理における危機対応能力の向上

（１）施設操作のソフト・ハード両面の機能向上

○危機対応型施設の定着
○操作やシステムを構成するソフトウェアの維持向上○操作やシステムを構成するソフトウェアの維持向上

（５）近年の新たな社会情勢に順応した水防のあり方 （２）近年の新たな社会情勢に順応した水防のあり方

○治水と両輪をなす水防との連携の再構築 ○河川管理と両輪をなす水防との連携の再構築
○被害を最小化するための情報提供と担い手の拡大 ○被害を最小化するための情報提供と担い手の拡大

２．資源・エネルギーとしての河川の再認識と守り養う担い手の再構築 ３．資源・エネルギーとしての河川の利活用と守り養う担い手の再構築

（１）資源・エネルギーとしての河川の再認識 （１）資源・エネルギーとしての河川の利活用促進

○資源・エネルギーとしての河川の再認識とその管理のあり方 ○資源・エネルギーとしての役割の再認識
○エネルギーとしての流水の活用 ○エネルギーとしての流水の活用促進○エネルギーとしての流水の活用 ○エネルギーとしての流水の活用促進

○刈草や伐木を河川バイオマスへと転換
（２）資源・エネルギーとしての河川を守り養う担い手の再構築 （２）河川を守り養う担い手の再構築

○刈草や伐木を河川バイオマス資源へと転換
○担い手としての住民、市民団体等の管理における位置付け ○担い手としての住民、市民団体等の管理における位置付け

（３）管理を通じた地域資源としての良好な河川環境の再生 （３）管理を通じた地域資源としての良好な河川環境の再生

○新たな川まちづくり、多自然川づくりの展開 ○システムとしての河川環境の管理
○河川環境を再生させる維持管理・更新の展開
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○河川環境を再生させる維持管理・更新の展開
３．社会的な要請を受けこれからの河川の管理として取り組んでいくべき新たな対応

（１）流域一体の取り組みにおける河川管理の役割 社会的な要請を受けこれからの河川の管理として取り組んでいくべき新たな対応

○安全な水質の確保に果たすべき河川管理の役割 （１）流域一体の取り組みにおける河川管理の役割

○エコロジカル・ネットワークの形成に向けた河川管理者の役割 （２）現況の河川の安全度を越える洪水が多発する中での管理における対応策
○津波・高潮防災、土砂管理などにおける河川管理と海岸管理の連携強化

（２）現況の河川の安全度を越える洪水が多発する中での管理における対応策



（１）河川の特質に応じた管理のあり方の整理

「１．持続的に安全を確保するための仕組みの構築 」に関する説明

施
河川管理施設

河
川
の
特

施
設 許可工作物

河道 堤防（土堤）
河川構造物

施設の土木構造部 機械設備 電気通信設備

河
川特

質

川
の
管
理
の
特
徴

洪水の流下や洪水の流下や施設の安全に影響を及ぼす河道の
変状が生じないよう、洪水時等に堤防の決壊に至るような施設の

構造物として設計上の安全性が満たされるよう、設備の機能が発揮される
よう、技術的なマニュアル等に基づいて管理

設置者が適切に維持管理
するよう指導・助言

水門・樋門、排水機場等の河川
構造物は確実に高齢化が進行

河川管理施設を上回る数
の許可工作物が存在。そ
れらの高齢化も進行。使

変状を防ぐように経験等に基づいて管理

河道と種々の施設に生じる変状やそれらの相互作用は、全てが
経験的にも明らかになっているわけではない

用停止施設の円滑な除去
等も必要

※

中小河川の堤防管理は、十分な知見の集積が
ない様々な諸元・構造を持つ河道や施設で生じ
る利用者の事故等は、知見の一般化が困難

大河川の堤防管理等は、過去の
歴史的経緯や近年の洪水の経験
等を踏まえた知見の集積がある

集積した知見等に基づく技術の
基準化が重要

○ＩＣＴを活用した管理
デ タベ 構築

既存の点検整備マニュアルを検証し、今後
の点検整備への反映が必要管理に関係する様々な主

体の協力 参画等は重要
全国的な経験や知見の集積
と工学的分析が必要

管理者の技術力保持が必要。管理瑕疵等を問われ
る場合もあり、未経験の事象、一般化が困難な事案
等は、個別に、経験者や専門家の助言等が必要

○適切な管理水準の
確保に関する河川
制度の整備

○管理水準を確保するための
技術基準の更なる具体化

○管理者を支えてきた
体制の維持・充実

○長寿命化に資す
る技術開発

※

○長寿命化対策等の推進

基準化が重要 データベースの構築

【建設後４０年以上経過する施設の割合】

体の協力、参画等は重要と工学的分析が必要

○責任ある判断を行う
ための支援体制

○設置者責任の原則の下での
許可工作物の確実な維持管理

（２）河川の規模や施設の重要度等
に応じた管理水準の確保

○技術開発

（４）高齢化する河川構
造物の戦略的な管理

る技術開発

管理の更なる効率化、高度化

【建設後４０年以上経過する施設の割合】

Ｈ２３年度 Ｈ３３年度 Ｈ４３年度

国

都道府県・
政令市

約４０％

約４０％ 約６０％ 約８０％

約６０％ 約８０％

河川の流下能力や施設の安全性等、幅広
管理 現況が地域 理解され な

【建設後40年以上経過する施設の割合】

国土交通省
河川砂防技術基準

維持管理編

（河川編）

国土交通省
河川砂防技術基準

維持管理編

（河川編）

国土交通省
河川砂防技術基準

維持管理編

（河川編）

○管理の技術継承、人材育成

（３）管理水準を確保するための仕組みづくり

（５）総合的な河川の管理マネジメントの導入

○現況の管理状況の評価手法と公表○総合的な事業マネジメントの推進 ○中長期のストックマネジメントの導入

河道や種々の施設を河川システムとして管理することが必要
い管理の現況が地域に理解されていない

○河道や施設を統合したシステム
としての管理のあり方の構築

3



「２．河川の管理における危機対応能力の向上 」に関する説明
水防団員の年齢構成の推移

100万人

15.9%

15.7%

3.1%

6.1%

9.2%

0.9%

2.5%

4.1% 60歳以上

1,199,648人

1,049,849人
965,170人

893,573人

堤防決壊や水門ゲートの閉扉不能等の事態は一度生じると対応が困難
41.8%

30.0%
25.8%

18.4%

39.2%

47.3%

38.4%

39.5%

24.2%

25.3%

12.7%

%

30歳未満

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

S50 1 1 S60 4 1 H12 4 1 H22 4 1

堤防は決壊してしまうと対応が困難な
施設のため、的確な避難等が重要

水門・樋門等の可動施設は出水時に確
実に機能することが必要

水防団員の減少と高年齢化が進行
地下街や企業の浸水により重大な被害や経済活動
の分断の危惧

S50.1.1 S60.4.1 H12.4.1 H22.4.1

管理の中でも
急激な決壊を
抑制する構造
の工夫を検討

故障時に最低
限の機能発
揮できる危機
管理対応の
促進

システム等
を構成する
ソフトウエ
アの維持
向上水防活動の遅れ 住民等の避難の遅れは 被害の拡大に繋がる

決壊後の
緊急対応
の準備

フラップ化や
ゲートの軽量化
等の技術基準
等の改訂

ヘリコプターによる住民救助

○危機対応型施設の定着

より効果的かつ効率的で確実な水防活動の実
施が求められる

促進 向上水防活動の遅れ、住民等の避難の遅れは、被害の拡大に繋がる

広域・大規模な水防活動の機会が増
している

○操作やシステムを構成する

フラップゲートの整備例

○危機対応型施設の定着

河川管理
者から水防
管理団体
への的確

（１）施設操作のソフト・ハード両面の機能向上

地下街や民間企業などに対する適切な
情報伝達が重要

適時・的確な避難勧告等の発令や円
滑な住民の避難行動の促進が必要

全体の水防活動力が高まるよう、情
報の取り扱い・人員・資材の応援に
ついてルール化が必要

複数の水防管理団体と河川管理者

建設業者
が有する
資機材・人
員の活用

必要に応じ
て関係機関
で水防活動
の協定等を

○操作やシステムを構成する
ソフトウェアの維持向上

○河川管理と両輪をなす

への的確
な情報提
供

リエゾン派遣者の有効活用や実践的
なハザードマップの作成

自ら被害軽減に向けた適切な対応

情報伝達が重要滑な住民の避難行動の促進が必要複数の水防管理団体と河川管理者
の連携のための制度整備

員の活用 の協定等を
締結

○河川管理と両輪をなす
水防との連携の再構築 ○被害を最小化するための

情報提供と担い手の拡大
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的確な情報提供
地下鉄を自衛する浸水
防止活動

（２）近年の新たな社会情勢に順応した水防のあり方

関係機関が連携して迅速に対応

江戸川区洪水ハザードマップの例
水防技術講習で指導を行う
水防協力団体



河川は、地域の共有
財産として活用され、
里山的管理が実践さ

「３．資源・エネルギーとしての河川の利活用と守り養う担い手の再構築 」に関する説明

※筑後川上流写真集
「水郷日田～川の記憶～」より

堤防や河川敷の草本植生、樹木等は、バイオマス資源
として更に幅広い民間活用の可能性
水力は、持続可能な低炭素社会の構築に資する再生可
能エネルギーであり その活用に期待の声

か
つ里山的管理が実践さ

れていた

【輸送エネルギーとして利用】

※筑後川上流写真集
「水郷日田～川の記憶～」より

○資源・エネルギーとしての河川の再認識

能エネルギ であり、その活用に期待の声

民間企業等によるバイオマスの利活用が円滑
に進むよう採取のルールづくりが必要

て

【水辺を遊び場として利用】

【樹木を燃料として利用】

○刈草や伐木を河川バイオマス資源へと転換

○エネルギ としての流水の活用促進
※多摩川誌より

小水力発電に係る水利使用手続きの簡素化・
支援が必要

河川環境の管理や様々な啓発活動などについて、市民団体等の
担う役割は大きい

魚類の捕獲場として河川敷を農地として
【河川を食料生産の場として利用】

設置者：嵐山保勝会

最大出力：5.5 kW

最大使用水量：0.55 m3/s

○エネルギーとしての流水の活用促進

河川管理への持続的な参画、連携のためには、河川の管理の現
況への理解、共有が不可欠

（１）資源・エネルギーとしての
河川の利活用促進

（２）河川を守り養う担い手の再構築

○担い手としての市民団体等の

嵐山小水力発電

持続的に参画することを可能とす
るための制度整備が必要 河川整備計画等を踏ま

え具体的な河川環境の
管理目標の設定が必要

河川の維持管理や更新
を河川環境再生の有効な
再生手段としていくべき

河川の利活用促進

砂州の切り下げ 樹木抜粋 深掘れ 比高差の解消○担い手としての市民団体等の
管理における制度上の位置付け

○環境を再生させる
維持管理・更新の展開

整備前
整備後

○システムとしての河川
環境の管理

市民団体による環境学習の実施 市民団体によるブルーギル対策

ゾーンタイプ：B施設利用ゾーン

ゾーンタイプ：B施設利用ゾーン

ｿﾞｰﾆﾝｸﾞによる管理の事例

砂州の切り下げ・樹木抜粋 深掘れ・比高差の解消

希少植物の保全

市民団体による防災教育の実施 地域住民によるﾊﾟﾄﾛｰﾙ地域住民による除草

整備前

埼玉県提供

道頓堀（大阪市）

5（３）管理を通じた地域資源としての良好な河川環境の再生 河川空間のオープン化


